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分担研究報告

（３）HIV陽性者の生活と社会参加に関する研究

研 究 要 旨
　長期化するHIV陽性者の療養生活を支えるには就労や生計の維持が重要であるが、現状に

は課題も多い。本研究では、エイズ治療ブロック拠点病院、エイズ治療中核拠点病院、独立

行政法人国立国際医療研究センター /エイズ治療・研究開発センターを受診している陽性者

約2,500名を対象に、「HIV陽性者の社会生活調査」を実施して、就労や社会参加の現状と

課題を明らかにする。結果は、陽性者や医療者に還元するとともに、行政、企業、健康保険

組合、各種就労支援機関での支援対策や、一般社会への啓発に必要な基礎資料として提供す

る。本調査は10年前、5年前にも同様の調査を実施しており、今回は従来の調査項目にく

わえて薬物使用状況についても調査する。

　今年度は調査体制整備と質問紙の作成などの調査準備を行い、25年度に調査実施と結果

分析を行う。薬物使用については、調査方法、結果の解釈、情報管理、結果の公表などに際

して十分な配慮を行う必要がある。他の研究グループとも連携して、施策や支援策につなげ

たい。
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Ａ 研究目的
　HIV 陽性者の生活を支えるには就労や生計の

維持が重要であるが、長期化する療養生活には

課題も生じている。本研究では、HIV 陽性者の

社会生活に関する調査を実施して現状と課題を

明らかにし、陽性者や医療者に結果を還元する

とともに、行政、企業、健康保険組合、各種就

労支援機関など、一般社会への啓発と環境整備

に必要な基礎資料を提供することを目的として

いる。

　本調査は 10 年前、5 年前にも同様の調査を
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実施したが、今回は従来の調査項目にくわえて

薬物使用状況を調査する。薬物使用によって、

治療や社会生活において様々な困難をもつ例が

報告されているものの、本人も周囲の家族や医

療者も、相談したり回復のための支援を受けた

りする機会が乏しいのが現状である。本調査に

おいては、まずは薬物の使用状況の広がりをな

るべく的確に把握することに努める。

Ｂ 研究方法
１．調査方法の検討

　調査実施にあたり、直接訪問、電話、メール

等で各地の医療者と情報を交換して、現状や調

査実施可能性についてのヒアリングを行った。

配付方法、協力体制などを考慮して、今回調査

の具体的な調査体制、スケジュールについて検

討した。

２．質問紙の作成

　質問紙作成のための検討会議を重ね、前回調

査票の項目の採否についての検討と、新規項目

の作成を行った。

Ｃ 結果
調査体制について

　対象医療機関は、エイズ治療ブロック拠点病

院（以下、ブロック病院）、独立行政法人国立

国際医療研究センター / エイズ治療・研究開発

センター（以下、ACC）、エイズ治療中核拠点

病院（以下、中核病院）を受診している HIV

陽性者約 2,500 名とする。

　ブロック病院が各ブロックに複数ある場合

は、患者数のもっとも多い１医療機関とした。

　中核病院は各ブロック内の患者数、人員など

から配付可能性を考慮して対象病院を選ぶ。郵

送にて協力依頼文章を送付し、協力可能との連

絡のあった病院を対象とする。

配付方法について

　質問紙の配付については、来院順に配付する

と、頻繁に来院している人により多く配付して

しまうという偏りが生じ、実態よりも頻繁に来

院している人、すなわち健康状態等に何らかの

問題がある人の回答がより多く含まれるという

問題点があった。これを解決するために、今回

調査では、各病院の来院頻度を考慮して 2 種

の調査セットを用いる予定である。

　各病院での配付数については、各病院の患者

数のうち一律割合の数を対象とし、来院間隔の

割合を考慮して、2 種の調査セットの配付数を

決定する。

質問紙の作成

　今回調査で追加した質問は、薬物使用状況に

ついての項目と自傷行為に関する項目とであ

る。薬物使用については、これまで大都市の病

院から陽性者の薬物使用の広がりと、臨床で対

応に苦慮している状況が指摘されてきたが、近

年では地方都市においても臨床で対応に苦慮し

ている状況が聞かれ始めている。そこで本調査

では、全国のどの程度の規模や範囲で、どのよ

うな薬物が使用されているのかという基本的状

況をまずは明らかにすることに努める。参考と

なる調査としては、和田らの一般市民対象の薬

物使用に関する調査、日高の男性同性愛者を対

象とした調査がある。後者の調査は精神健康や

成育歴など背景要因との関連を検討でき貴重で

ある。

　前回調査から削除した項目は、健康診断に関

する調査項目、就労情報ニーズに関する調査項

目である。これらは紙面の関係から削除し、代

替項目に置換した。
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Ｄ 考察・本研究の限界と今後の課題

　今年度内は調査体制整備と質問紙の作成など

の調査準備を行い、次年度に調査実施と結果分

析を行うこととなった。本研究の限界と今後の

課題として、次の点が考えられる。

１．本調査は質問紙調査であり、薬物使用とく

に違法薬物についての回答には偏りが生じる可

能性は否めない。匿名の自記式質問紙で、医療

者を通さずに本人から直接郵送法により回収す

るなど、回答しやすい工夫には努めるが、拒否

者が増え調査自体の回収率が落ちる可能性は否

めない。このことは、薬物以外の回答の質を下

げるリスクも伴っている。

２．本調査で明らかにできることは、薬物利用

の現状に限られる。支援対策を検討する上で必

須の基本資料ではあるが、薬物使用の背景事情

や関連要因等についても、他の調査で明らかに

なる結果と合わせて結果を検討する必要があ

る。

３．調査結果の公表のし方には十分な配慮が必

要である。本疾病や HIV 陽性者に対する偏見

が生じないよう十分に配慮して、結果を公表す

る。
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